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市場区分の見直しに向けた上場制度の整備に伴う 

有価証券上場規程等の一部改正について 

（第二次制度改正事項） 

２０２１年４月３０日 

株式会社東京証券取引所 

 

Ⅰ 改正趣旨 

当取引所は、有価証券上場規程等の一部改正を行い、２０２２年４月４日から施行します

（詳細については規則改正新旧対照表をご覧ください。）。 

今回の改正は、２０２２年４月に予定している市場区分の見直しに係る「第二次制度改正

事項」として、新市場区分の上場制度、上場会社の市場選択の手続及び新市場区分の上場維

持基準を充たさない場合の経過措置について、所要の上場制度の整備を行うものです。 

 

 

Ⅱ 改正概要 （備  考） 

１． 新市場区分の上場制度  

（１）上場審査基準 

・ 新市場区分における上場審査基準を新設します。 

 

ａ．スタンダード市場 

（ａ）形式基準 

イ．流動性 

以下の基準を設けることとします。 

項目 基準 

株主数 

（上場時見込み） 

４００人以上 

流通株式数 

（上場時見込み） 

２，０００単位以上 

流通株式時価総額 

（上場時見込み） 

１０億円以上 

 

ロ．コーポレート・ガバナンス 

以下の基準を設けることとします。 

項目 基準 

流通株式比率 

（上場時見込み） 

２５％以上 

 
 

 

 

 

・有価証券上場規程（以

下「規程」という。）

第２０５条第１号並

びに第２号ａ及びｂ 

 

 

 

 

 

・規程第２０５条第２

号ｃ 
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ハ．経営成績・財政状態 

以下の基準を設けることとします。 

項目 基準 

経営成績 最近１年間における 

経常利益が１億円以上 

財政状態 

（上場時見込み） 

純資産が正 

 

ニ．その他 

現行の本則市場の形式基準と同様の基準を設けることとし

ます。 

 

 

・規程第２０５条第４

号及び第５号 

 

 

 

 

 

 

・規程第２０５条第３

号及び第６号から第

１３号 

 

（ｂ）上場審査  

以下の事項について、上場審査を行うものとします。 

➢  企業の継続性及び収益性 

➢  企業経営の健全性 

➢  企業のコーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の有効性 

➢  企業内容等の開示の適正性 

➢  その他公益又は投資者保護 

 

 

・規程第２０７条第１

項 

ｂ．プライム市場 

（ａ）形式基準 

イ．流動性 

以下の基準を設けることとします。 

項目 基準 

株主数 

（上場時見込み） 

８００人以上 

流通株式数 

（上場時見込み） 

２０，０００単位以上 

流通株式時価総額 

（上場時見込み） 

１００億円以上 

時価総額 

（上場時見込み） 

２５０億円以上 

 

 

 

 

・規程第２１１条第１

号、第２号ａ及びｂ

並びに第３号 
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ロ．コーポレート・ガバナンス 

以下の基準を設けることとします。 

項目 基準 

流通株式比率 

（上場時見込み） 

３５％以上 

 

 

ハ．経営成績・財政状態 

以下の基準を設けることとします。 

項目 基準 

経営成績 Ａ又はＢのいずれかを充たす 

 Ａ．利益実績 最近２年間における経常利益の総

額が２５億円以上 

 Ｂ．売上実績 最近１年間の売上高が１００億円

以上かつ上場日における時価総額

が１，０００億円以上 

財政状態 純資産が５０億円以上 

 

ニ．その他 

現行の本則市場の形式基準と同様の基準を設けることとし

ます。 

 

 

・規程第２１１条第２

号ｃ 

 

 

 

 

・規程第２１１条第４

号及び第５号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・規程第２１１条第６

号 

 

（ｂ）上場審査 

以下の事項について、上場審査を行うものとします。 

➢ 企業の継続性及び収益性 

➢ 企業経営の健全性 

➢ 企業のコーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の有効性 

➢ 企業内容等の開示の適正性 

➢ その他公益又は投資者保護 

 

 

・規程第２１３条第１

項 

ｃ．グロース市場 

（ａ）形式基準 

イ．流動性 

以下の基準を設けることとします。    

項目 基準 

株主数 １５０人以上 

 

 

 

・規程第２１７条第１

号並びに第２号ａ及

びｂ 
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（上場時見込み） 

流通株式数 

（上場時見込み） 

１，０００単位以上 

流通株式時価総額 

（上場時見込み） 

５億円以上 

 

ロ．コーポレート・ガバナンス 

以下の基準を設けることとします。 

項目 基準 

流通株式比率 

（上場時見込み） 

２５％以上 

 

 

 

 

 

ハ．その他 

現行のマザーズの形式基準と同様の基準を設けることとし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・規程第２１７条第２

号ｃ 

 

 

 

・規程第２１７条第３

号から第７号まで 

 

（ｂ）上場審査 

以下の事項について、上場審査を行うものとします。 

➢ 企業内容、リスク情報等の開示の適切性 

➢ 企業経営の健全性 

➢ 企業のコーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の有効性 

➢ 事業計画の合理性 

➢ その他公益又は投資者保護 

 

 

・規程第２１９条第１

項 

（２） 上場維持基準 

・新市場区分における上場維持基準を新設します。 

・上場維持基準に抵触し、改善期間内に改善が行われなかった場合

を、上場廃止基準として定めることとします。 

 

・規程第５０１条 

・規程第６０１条第１

項第１号 

 

ａ．スタンダード市場 

（ａ）流動性 

以下の基準を設けることとします。 

項目 基準 

株主数 

 

４００人以上 

（改善期間１年） 

 

 

・規程第５０１条第１

項第１号ａ、ｂの

（ａ）及び（ｂ）並

びにｃ 
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流通株式数 

 

２，０００単位以上 

（改善期間１年） 

流通株式時価総額 １０億円以上 

（改善期間１年） 

売買高 月平均売買高１０単位以上 

（改善期間６か月） 
 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）コーポレート・ガバナンス 

以下の基準を設けることとします。 

項目 基準 

流通株式比率 

 

２５％以上 

（原則、改善期間１年） 
 

 

・規程第５０１条第１

項第１号ｂの（ｃ） 

 

 

 

（ｃ）財政状態 

以下の基準を設けることとします。 

項目 基準 

財政状態 

 

純資産が正 

（原則、改善期間１年） 
 

 

・規程第５０１条第１

項第１号ｄ 

 

 

 

ｂ．プライム市場 

（ａ）流動性 

以下の基準を設けることとします。 

項目 基準 

株主数 

 

８００人以上 

（改善期間１年） 

流通株式数 

 

２０，０００単位以上 

（改善期間１年） 

流通株式時価総額 １００億円以上 

（改善期間１年） 

売買代金 １日平均売買代金０．２億円以上 

（改善期間１年） 

 

（ｂ）コーポレート・ガバナンス 

以下の基準を設けることとします。 

項目 基準 

 

 

・規程第５０１条第１

項第２号ａ、ｂの

（ａ）及び（ｂ）並

びにｃ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・規程第５０１条第１

項第２号ｂの（ｃ） 
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流通株式比率 

 

３５％以上 

（原則、改善期間１年） 
 

 

 

 

（ｃ）財政状態 

以下の基準を設けることとします。 

項目 基準 

財政状態 

 

純資産が正 

（原則、改善期間１年） 
 

 

・規程第５０１条第１

項第２号ｄ 

 

 

 

ｃ．グロース市場 

（ａ）時価総額 

以下の基準を設けるものとします。 

項目 基準 

時価総額 

 

上場から１０年経過後  

４０億円以上 

（改善期間１年） 

 

（ｂ）流動性 

以下の基準を設けるものとします。 

項目 基準 

株主数 

 

１５０人以上 

（改善期間１年） 

流通株式数 

 

１，０００単位以上 

（改善期間１年） 

流通株式時価総額 ５億円以上 

（改善期間１年） 

売買高 月平均売買高１０単位以上 

（改善期間６か月） 

 

（ｃ）コーポレート・ガバナンス 

以下の基準を設けるものとします。 

項目 基準 

流通株式比率 

 

２５％以上 

（原則、改善期間１年） 
 

 

 

・規程第５０１条第１

項第３号ｄ 

 

 

 

 

 

・規程第５０１条第１

項第３号ａ、ｂの

（ａ）及び（ｂ）並

びにｃ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・規程第５０１条第１

項第３号ｂの（ｃ） 
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（ｄ）財政状態 

以下の基準を設けることとします。 

項目 基準 

財政状態 

 

純資産が正 

（原則、改善期間１年） 
 

 

 

・規程第５０１条第１

項第３号ｅ 

 

 

（３） 流通株式の定義の見直し 

・上場株式のうち、国内の普通銀行、保険会社及び事業法人等（※）

が所有する株式については、上場株式数の１０％未満を所有する

場合であっても、流通株式から除くこととします。（※事業法人等

とは、金融機関及び金融商品取引業者以外の法人をいうものとし

ます。） 

➢ ただし、所有目的が純投資であることが明らかであり、売買の

状況を踏まえ当取引所が適当と認める株式については、流通株

式として取り扱うこととします。 

・役員以外の特別利害関係者の所有する株式について、上場維持基

準に係る計算においても流通株式から除くこととするほか、当取

引所が流通株式に含めることが適当でないと認める株式について

も、流通株式から除くこととします。 

 

 

・有価証券上場規程施

行規則（以下「規程

施行規則」という。）

第８条第１項第４号

及び付則第２条 

 

 

 

・規程施行規則第８条

第１項 

２．新市場区分の選択手続 

（１）上場会社による選択 

・ 上場会社は、２０２１年９月１日から１２月３０日までの期間（以

下、「選択期間」といいます）において、移行日に所属する市場区

分として、スタンダード市場、プライム市場又はグロース市場の

いずれかの市場区分を選択し、その旨を当取引所に申請すること

とします。 

・選択期間に選択申請が行われなかった上場会社については、以下

の市場区分への選択申請を行ったものとみなして取り扱うことと

します。 

選択時の市場区分 選択先の市場区分 

市場第一部、市場第二部及びＪ

ＡＳＤＡＱスタンダード 

スタンダード市場 

マザーズ及びＪＡＳＤＡＱグ

ロース 

グロース市場 

 

 

 

・規程付則第２条第１

項 

 

 

 

・規程付則第２条第４

項 

 

 

 

 

 

 



 

8 

 

 

Ⅲ 施行日 

・ ２０２２年４月４日から実施します。 

 

以 上 

（２）新市場区分の決定 

・当取引所は、上場会社からの申請を踏まえ、上場会社が所属する

新市場区分を決定し、移行日において、当該市場区分に上場会社

を上場することとします。 

 

 

・規程付則第２条第５

項 

 

３．上場維持基準に関する経過措置 

・ 移行日の前日における上場会社のうち、以下の区分に該当する会社

には、当分の間、緩和した上場維持基準を適用することとします。 

 

移行日の前日における市場区分 移行日における市場区分 

市場第一部 
スタンダード市場 

プライム市場 

市場第二部 スタンダード市場 

マザーズ グロース市場 

ＪＡＳＤＡＱスタンダード スタンダード市場 

ＪＡＳＤＡＱグロース グロース市場 
 

 

・規程付則第４条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他  

・ その他、所要の改正を行います。  


